
奈良市監査委員告示第 16号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じ

た旨の通知があったので、次のとおり公表します。 

令和 6年 12月 26日 

                              奈良市監査委員 東 口 喜代一 

同       寺 川   拓 

同       道 端 孝 治 

同       中 西 𠮷日出 

 

北部出張所 

監査結果公表日  令和 5年 3月 31日（奈良市監査委員告示第 7号） 

措置結果通知日  令和 6年 11月 14日 

[監査の結果] [措置の内容] 

長期継続契約で締結されている奈良市北部

会館設備管理業務及び駐車場管理業務並びに

環境衛生管理業務委託において、予算額（12か

月分）が 1,000万円以上である月額の予定価格

を課長職の所管所長が決定していた。 

予定価格及び最低制限価格等の設定に関す

る事務取扱要領（平成 23年 9月 1日施行）第 3

条第 2 号に、1 件の見積金額が 1,000 万円以上

の契約における予定価格の決定者は次長職以

上と規定されており、長期継続契約の場合 1件

の見積金額は、月額の予定価格ではなく、12か

月分の予算額に読み替えて運用されているこ

とから、本件予定価格の決定者は次長職以上と

なる。 

同事務取扱要領に基づき、適正な契約事務を

行われたい。 

長期継続契約である奈良市北部会館設備管

理業務及び駐車場管理業務並びに環境衛生管

理業務委託において、令和 6 年 7 月 1 日から

の契約の予算額（12 か月分）が 1,000 万円以

上となることから、予定価格及び最低制限価格

等の設定に関する事務取扱要領第 3 条第 2 号

に基づき、予定価格を次長で決定しました。 

 

  



都 行政センター 地域振興課 

監査結果公表日  令和 6年 6月 28日（奈良市監査委員告示第 11号） 

措置結果通知日  令和 6年 11月 25日 

[監査の結果] [措置の内容] 

予定価格 20 万円以上の施設修繕料 3 件の執

行において、緊急を要することから見積書の徴

取を 1者としていた。 

これらの修繕は、市道の路面破損という通行

上の危険があるなど、緊急を要するものと認め

られるが、奈良市契約規則（昭和 40 年奈良市

規則第 43号）第 18条の 2の規定を見ると、施

設修繕料の場合、緊急を要するときであっても

2 者以上から見積書を徴さなければならないと

されている。 

契約規則に基づき、適正な契約事務を行われ

たい。 

監査の指摘を受け、施設修繕を執行する場

合、奈良市契約規則第 18条の 2 に基づき、緊

急を要するときであっても 2 者以上から見積

書を徴し適正な契約事務を行うよう改めまし

た。 

 

一条高等学校事務室 

監査結果公表日  令和 6年 3月 29日（奈良市監査委員告示第 4号） 

措置結果通知日  令和 6年 12月 9日 

[監査の結果] [措置の内容] 

教員の旅費支給については、各種会議出席、

各種大会参加、引率等、支給事由が様々であり、

また、対象人数も多いため、旅行命令漏れがな

いか、実際に旅行したか、旅費対象か教員特殊

業務手当か、支給漏れがないかなど、支給に係

る留意点が多い業務となっている。 

これらの点を踏まえ、教員の旅費に関する書

類を査閲したところ、支給漏れの事例が見受け

られた。 

教員の旅行命令については、庶務事務システ

ムで管理できず、書面での手続であることか

ら、旅費の支給状況の把握が不十分であると支

給漏れのリスクがある。 

旅費の執行状況について定期的に確認を行

い、支給漏れのないよう徹底されたい。 

令和 6年度から、旅費の支給について、旅行

者が入力したエクセルデータの旅費一覧表と

旅行命令書類を照合し、複数人で確認した上

で、旅費の支給判定及び請求書等の作成を行う

ことで支給漏れや支給先の誤りがないよう改

めました。 

 



市民課（市民サービスセンターを含む。） 

西部出張所 住民課 

監査結果公表日  令和 6年 3月 29日（奈良市監査委員告示第 4号） 

措置結果通知日  令和 6年 12月 10日 

[監査の結果] [措置の内容] 

住民票等の発行業務を担っている複数の部

署において、減免対象外の住民票記載事項証明

手数料を誤って減免している事例があった。 

この主な原因は、令和 4年 4月から減免基準

が変更されたことについて、市民課から関係部

署への情報伝達が適切に行われていなかった

ことによるものであった。 

制度変更等があった場合には、関係部署との

情報共有を十分に行った上で、適正に収納事務

を行われたい。 

住民票等の発行業務に変更が生じた場合は、

職員ポータルのスペース機能等を利用して、関

係部署間で情報共有を図ることとしました。 

 また、スペース機能を利用できない職員につ

いては、紙文書を回覧する方法で周知すること

により、情報伝達に漏れが生じないよう周知の

方法を改めました。 

 


